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(エ) 各財務比率 

次表は、工業用水道事業の財政状態の良否を示す財務比率である。        

  （単位：％） 

区  分 算    式 R2 年度 R1 年度 増 減 
全国平均 

（R1 年度） 

流動比率 
 流動資産 

×100 351.7 363.8 △12.1 826.9 
流動負債 

自己資本構成比率 

 資本金＋剰余金

＋評価差額等＋

繰 延 収 益 ×100 30.8 33.8 △3.0 72.7 

負債資本合計 

固定資産対長期資本

比率 

 固定資産 

×100 77.5 72.5 5.0 78.7 資本金＋剰余金

＋評価差額等＋

固定負債＋繰延収益 

 

「流動比率」（351.7％）は、流動負債の支払い能力の程度を表すもので、流動負債が前年度より

0.7 ポイント減に対し、有形固定資産の取得による投資活動等により流動資産が 4.0 ポイント減とな

ったことで、前年度より 12.1 ポイント減少した。 

「自己資本構成比率」（30.8％）は、長期健全性を表し、比率が高いほど経営の安全性が高いこと

を示すもので、前年度比 3.0 ポイント減少した。 

「固定資産対長期資本比率」（77.5％）は、固定資産の調達が自己資本と固定負債の範囲内で

行うことが原則で、100％以下であることが望ましいとされる。 

 

(オ) 利益の推移                                         （単位：千円） 

区  分 H28 年度 H29 年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

当年度純利益 14,564 12,599 5,697 4,792 12,096 

 

(カ) 内部留保資金等の推移                                 （単位：千円） 

区  分 H28 年度 H29 年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

現金 192,201 199,284 199,094 382,388 324,249 

利益剰余金 

（積立金+利益）  A 
68,877 81,476 87,174 91,967 104,063 

損益勘定留保資金 B 89,084 76,094 81,171 183,379 156,315 

補填財源 A＋B 157,961 157,570 168,345 275,346 260,378 

 

(キ) 建設事業費の推移                                    （単位：千円） 

区  分 H28 年度 H29 年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

建設改良費 8,205 22,035 5,996 123,955 225,568 

 



－ 28 －

 

(ク) 管路の耐震化率 

区  分 H28 年度 H29 年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

管路総延長（ｍ） A 14,415 14,415 14,415 14,463 14,525 

耐震管延長（ｍ） B 5,027 5,027 5,027 5,196 5,258 

耐震化率（％）  B/A 34.9 34.9 34.9 35.9 36.2 

 

（４） 是正改善を要する事項 

令和 2 年度において是正改善を要する事項は、特になかった。 

 

（５） むすび 

・ 経営状況をみると、総収益は、前年度比5.6％（401万円）増加し、総費用は、前年度比5.0％（△

328 万円）減少したため、純利益は、前年度比 730 万円増の 1,209 万円となった。総費用が減少

した理由は、人件費及び資産減耗費が減少したことによる。また、供給単価は、28.1 円で前年度

比 0.1 円増加、給水原価は、22.2 円で前年度比 3.6 円減少した。 

・ キャッシュ・フローについては、期首残高 3 億 8,238 万円に対し、期末残高 3 億 2,424 万円となっ

たが、総体としては健全経営に努めていると判断される。 

・ 有収水量は、前年度比 10.3％増加して 188 万 8,094 ㎥になり、有収率は、0.01％向上して

99.99％となった。他方、施設の利用状況に係る一日最大配水量は 8,046 ㎥であり、最大稼働率

は、配水能力（10,000 ㎥）に対し 80.5％となった。 

・ 今後も市産業振興部局とさらなる連携に努めつつ、効率的な事業運営に努められたい。 
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（６） 審査資料

別表１　　　

％

 年度末現在

    総有収水量　　.
 　  総配水量

×100

  経常費用-（受託工事費+材料及び不用品
 売却原価+付帯工事費） -長期前受金戻入

 年間総有収水量

R1年度R2年度

※5 　R1年度の給水原価：経常費用から企業債利息に充てられた他会計補助金7,356,796円及び長期
　　　 前受金戻入14,076,468円を除いて算定

※1 　99.99％

※4 　R2年度の給水原価：経常費用から企業債利息に充てられた他会計補助金7,061,452円及び長期
　　　 前受金戻入14,061,900円を除いて算定

※3 　0.01％

※2 　99.98％

業務実績表

     給水収益  　.
    総有収水量

備　　考

 年度末現在

 年度末現在

率減増分区 増減額
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経営成績の推移表

別表３ 　(単位：円)　

供 給 単 価
（1㎥当たり給水収益）

給 水 原 価
（1㎥当たり費用）

1㎥当たり利益額
（供給単価－給水原価）

区　　分

※　給水原価は他会計補助金及び長期前受金戻入を除いて算定

供給単価と給水原価の推移表

別表２

決算額 指数 決算額 指数

円千％円千円千

H28年度 68,453 100.0 53,889 100.0 127.0 14,564

H29年度 64,582 94.3 51,983 96.5 124.2 12,599

H30年度 66,422 97.0 60,724 112.7 109.4 5,697

R1年度 71,072 103.8 66,279 123.0 107.2 4,792

R2年度 75,087 109.7 62,991 116.9 119.2 12,096

総収支
比   率

区　　分

総　収　益　 総　費　用

※　総収益は長期前受金戻入を含む。

損　益



－ 31 －

固　　　定　　　費

資　　本　　費

減価償却費 資産減耗費 支払利息

H 決 算 額 (千円) 6,223 22,676 1,062 8,115 15,811 53,889

28 構 成 比 (％) 11.5 42.1 2.0 15.1 29.3 100.0

年
度

指 数 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

H 決 算 額 (千円) 4,623 23,529 180 7,897 15,752 51,983

29 構 成 比 (％) 8.9 45.3 0.3 15.2 30.3 100.0

年
度

指 数 74.3 103.8 16.9 97.3 99.6 96.5

H 決 算 額 (千円) 7,383 24,630 843 7,640 20,228 60,724

30 構 成 比 (％) 12.2 40.6 1.4 12.6 33.3 100.0

年
度

指 数 118.6 108.6 79.4 94.1 127.9 112.7

Ｒ 決 算 額 (千円) 10,080 23,909 4,169 7,656 20,463 66,279

1 構 成 比 (％) 15.2 36.1 6.3 11.6 30.9 100.0

年
度

指 数 162.0 105.4 392.6 94.3 129.4 123.0

Ｒ 決 算 額 (千円) 7,998 26,183 353 7,671 20,784 62,991

2 構 成 比 (％) 12.7 41.6 0.6 12.2 33.0 100.0

年
度

指 数 128.5 115.5 33.2 94.5 131.5 116.9

前 年 度 比 (％) 79.3 109.5 8.5 100.2 101.6 95.0

費用構成比等の推移表

計
人件費

費動変分区

別表４
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比　較　損　益 計　算　書

比　較

R2年度 R1年度 増減額 増減率

千円 千円 ％ ％ 千円 ％ 

別表５

区　　分 R2年度 R1年度

構成比

借　　　　　　　　　　　　　　　　　　方

比　較

R2年度 R1年度 増減額 増減率

千円 千円 ％ ％ 千円 ％ 

区　　分

貸　　　　　　　　　　　　　　　　　　方

R2年度 R1年度

構成比
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比　較　損　益 計　算　書

比　較

R2年度 R1年度 増減額 増減率

千円 千円 ％ ％ 千円 ％ 

別表５

区　　分 R2年度 R1年度

構成比

借　　　　　　　　　　　　　　　　　　方

比　較

R2年度 R1年度 増減額 増減率

千円 千円 ％ ％ 千円 ％ 

区　　分

貸　　　　　　　　　　　　　　　　　　方

R2年度 R1年度

構成比
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比　較　貸　借 対　照　表

比　較

R2年度 R1年度 増減額 増減率

千円 千円 ％ ％ 千円 ％ 

別表６

借　　　　　　　　　　　　　　　　　　方

区　　分 R2年度 R1年度
構成比 比　較

R2年度 R1年度 増減額 増減率

千円 千円 ％ ％ 千円 ％ 

R2年度 R1年度

貸　　　　　　　　　　　　　　　　　　方

区　　分
構成比
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比　較　貸　借 対　照　表

比　較

R2年度 R1年度 増減額 増減率

千円 千円 ％ ％ 千円 ％ 

別表６

借　　　　　　　　　　　　　　　　　　方

区　　分 R2年度 R1年度
構成比 比　較

R2年度 R1年度 増減額 増減率

千円 千円 ％ ％ 千円 ％ 

R2年度 R1年度

貸　　　　　　　　　　　　　　　　　　方

区　　分
構成比
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経 営 分 析 表

別表７

礎基出算分区

経 常 収 支 比 率
       　　　　 　 経　　常　　収　　益　　 　.
　      　   　　　経　　常　　費　　用

×100

累 積 欠 損 金 比 率
　　　　　　年度末未処理欠損金　　　　.
　　　　 営業収益－受託工事収益

×100

企業債残高対給水収益比率
       　　　　 企　業　債　現　在　高　 　.
　      　   　　　給　　水　　収　　益

×100

経
営
の
健
全
性
・
効
率
性

有 形 固 定 資 産 減 価 償 却 率
       　　　　 　減 価 償 却 累 計 額　　 　.
　      　   　　　償　　却　　資　　産

×100
老
朽
化

の
状
況

料 金 回 収 率
       　　　　 　 供　　給　　単　　価　　 　.
　      　   　　　給　　水　　原　　価

×100

流 動 比 率
       　　　　 　 流　　動　　資　　産　　 　.
　      　   　　　流　　動　　負　　債

×100

（単位：％）

全国平均

H30年度 R1年度 R2年度 (R1年度)

75,085
――――――――

62,991

0
――――――――

53,099

379,834
――――――――

108,003

611,962
――――――――

53,096

28.1
――――――――

22.2

317,617
――――――――

1,029,958

決算額
（千円、㎥）

比　率
説　明

109.4 108.3 119.2 123.3
事業活動による経常収益とそれに要した経常費用を
対比することにより活動の能率を示すもので、大きい
ほど良好である。

0.0 0.0

1,070.7 960.7

108.5 126.6

25.0
営業収益に対する累積欠損金の割合で、高いほど
経営が悪化しているといえる。0％であることが望まし
い。

1,152.6 238.8
給水収益に対する企業債残高の割合で、高いほど
投資規模に対する料金収入水準が小さいことを表
す。

0.0

351.7 826.9
流動資産と流動負債との割合で、流動負債の支払
能力の程度を表す。200％以上であることが望まし
い。

59.2
有形固定資産のうち、償却対象資産の減価償却が
どの程度進んでいるかを表す。

30.3 29.8 30.8

115.0
給水に係る費用が、どの程度給水収益で賄えている
かを表す。100％以上であることが望ましい。

113.5

637.8 363.8
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経 営 分 析 表

別表７

礎基出算分区

経 常 収 支 比 率
       　　　　 　 経　　常　　収　　益　　 　.
　      　   　　　経　　常　　費　　用

×100

累 積 欠 損 金 比 率
　　　　　　年度末未処理欠損金　　　　.
　　　　 営業収益－受託工事収益

×100

企業債残高対給水収益比率
       　　　　 企　業　債　現　在　高　 　.
　      　   　　　給　　水　　収　　益

×100

経
営
の
健
全
性
・
効
率
性

有 形 固 定 資 産 減 価 償 却 率
       　　　　 　減 価 償 却 累 計 額　　 　.
　      　   　　　償　　却　　資　　産

×100
老
朽
化

の
状
況

料 金 回 収 率
       　　　　 　 供　　給　　単　　価　　 　.
　      　   　　　給　　水　　原　　価

×100

流 動 比 率
       　　　　 　 流　　動　　資　　産　　 　.
　      　   　　　流　　動　　負　　債

×100

（単位：％）

全国平均

H30年度 R1年度 R2年度 (R1年度)

75,085
――――――――

62,991

0
――――――――

53,099

379,834
――――――――

108,003

611,962
――――――――

53,096

28.1
――――――――

22.2

317,617
――――――――

1,029,958

決算額
（千円、㎥）

比　率
説　明

109.4 108.3 119.2 123.3
事業活動による経常収益とそれに要した経常費用を
対比することにより活動の能率を示すもので、大きい
ほど良好である。

0.0 0.0

1,070.7 960.7

108.5 126.6

25.0
営業収益に対する累積欠損金の割合で、高いほど
経営が悪化しているといえる。0％であることが望まし
い。

1,152.6 238.8
給水収益に対する企業債残高の割合で、高いほど
投資規模に対する料金収入水準が小さいことを表
す。

0.0

351.7 826.9
流動資産と流動負債との割合で、流動負債の支払
能力の程度を表す。200％以上であることが望まし
い。

59.2
有形固定資産のうち、償却対象資産の減価償却が
どの程度進んでいるかを表す。

30.3 29.8 30.8

115.0
給水に係る費用が、どの程度給水収益で賄えている
かを表す。100％以上であることが望ましい。

113.5

637.8 363.8
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３ 下水道事業会計 

 

（１） 事業の概要 

下水道事業は、本年度から地方公共企業法の全部適用を受け、公共下水道事業（特定環境保全

公共下水道事業を含む）、農業集落排水事業、林業集落排水事業及び戸別公共浄化槽事業の 4 事

業について、特別会計から公営企業会計へ移行した。 

本年度における業務の状況は、業務実績表（別表 1）に示すとおりである。 

農業集落排水事業及び林業集落排水事業については整備が終了しており、各項目における数値

の増減は、人口の自然増減及び社会増減によるものであるため、特記しない限り、以下、公共下水道

事業における業務の内容について記述する。 

本年度末における整備面積は 1,847ha、汚水処理人口は 77,487 人となり、事業計画区域面積に対

する整備率は 84.5％、汚水処理人口普及率は 94.0％となった。水洗化人口は 55,918 人で、処理区

域内人口に対する水洗化率は 86.6％となった。また、下水道管渠の総延長は、4,829ｍ延長し

486.8km となった。有収率は、68.8％となり前年度比 2.7 ポイント低下した。 

 

 

（２） 予算執行状況 

① 収益的収入及び支出 

予算の執行額は、次表のとおりである。 

収 入                                               （単位：千円・％） 

区  分 予算現額   決算額   構成比   執行率   

事業収益   2,875,948 2,789,041 100.0 97.0 

（1）営業収益 967,068 981,227 35.2 101.5 

（2）営業外収益 1,908,880 1,807,813 64.8 94.7 

※ 予算現額・決算額は、仮受消費税及び地方消費税を含んだ数値 

 

支 出                                               （単位：千円・％） 

区  分 予算現額   決算額   構成比   執行率   

事業費用 2,638,407 2,592,050 100.0 98.2 

（1）営業費用 2,223,254 2,198,226 84.8 98.9 

（2）営業外費用 394,359 378,169 14.6 95.9 

（3）特別損失 15,794 15,653 0.6 99.1 

（4）予備費 5,000 － － － 

※ 予算現額・決算額は、仮払消費税及び地方消費税を含んだ数値 

  

収益的収入は、予算現額 28 億 7,594 万円に対し決算額 27 億 8,904 万円で、執行率は 97.0％と

なった。また、収益的支出は、予算現額26 億3,840 万円に対し決算額25 億9,205 万円で、執行率

は 98.2％となった。 
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② 資本的収入及び支出 

予算の執行状況は、次表のとおりである。 

 

収 入                                               （単位：千円・％） 

区  分 予算現額 決算額 構成比 執行率 

資本的収入 

（1）負担金及び分担金 

（2)国庫補助金 

（3）他会計補助金 

（4）企業債 

（5)短期貸付金返還金 

（6)実費徴収金 

1,914,918 

56,959 

395,900 

103,608 

1,355,400 

3,050 

1 

1,340,638 

71,302 

260,870 

106,595 

900,200 

1,670 

0 

100.0 

5.3 

19.5 

8.0 

67.1 

0.1 

0.0 

70.0 

125.2 

65.9 

102.9 

66.4 

54.8 

0.0 

※ 予算現額・決算額は、仮受消費税及び地方消費税を含んだ数値 

 

支 出                                                               （単位：千円・％）  

区  分 予算現額 決算額 構成比 執行率 

資本的支出 

（1）建設改良費 

（2）短期貸付金 

（3）企業債償還金 

（4）長期借入金償還金 

3,068,098 

1,553,435 

3,050 

1,486,613 

25,000 

2,486,542 

973,262 

1,670 

1,486,610 

25,000 

100.0 

39.1 

0.1 

59.8 

1.0 

81.0 

62.7 

54.8 

100.0 

100.0 

※ 予算現額・決算額は、消費税及び地方消費税を含んだ数値 

 

資本的収入は、予算現額 19 億 1,491 万円に対し、決算額 13 億 4,063 万円で、執行率は 70.0％

となった。また、資本的支出は、予算現額 30 億 6,809 万円に対し、決算額 24 億 8,654 万円で、執

行率は 81.0％となった。また、収支の不足額 11 億 4,590 万円は、引継金 7,353 万円、当年度分消

費税及び地方消費税資本的収支調整額 7,857 万円、損益勘定留保資金 8 億 8,524 万円、利益剰

余金処分額 1 億 854 万円で補填した。 

なお、地方公営企業法第 26 条第 1 項及び第 2 項の規定に係る「建設改良繰越」総額 5 億 6,500

万円の内訳は、交通規制による影響を考慮し工期を延長したことによる下水道管渠整備工事費 3

億 8,710 万円及び水道工事関連工事費 3,620 万円、国の第 3 次補正予算に係る下水道管渠整備

工事費 7,100 万円及び処理施設建設事業 5,100 万円、調査業務に日数を要したことによる公共下

水道ストックマネジメント計画策定業務委託 1,970 万円である。 

 

（３） 経営状況 

① 経営成績 

(ア) 経営状況 

下水道事業の経営成績は、比較損益計算書(別表2)のとおりで、総収益は、27億1,047万円、

総費用は、25 億 9,205 万円で、当年度純利益は 1 億 1,841 万円の黒字決算となった。 

なお、下水道事業会計は、特別会計から企業会計に移行して本年度が初年度であるため、以

下本年度の実績のみ記述する。 

総収益の主なものは、営業収益で、下水道使用料が 7 億 8,490 万円、他会計負担金が 1 億
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1,787 万円である。また、営業外収益は、他会計補助金が 9 億 9,810 万円、長期前受金戻入が 7

億 8,903 万円である。 

総費用の主なものは、営業費用で、減価償却費 16 億 7,416 万円等であり、営業外費用は、支

払利息及び企業債取扱諸費 3 億 7,003 万円である。 

特別損失は、1,559 万円で、その内訳は、職員の期末手当のうち地方公営企業法適用前の期

間に係る分 1,089 万円及び消費税中間払 384 万円等である。 

 

下水道事業の経済性を評価するための経営比率は、次表のとおりである。 

                                                                （単位：％） 

区  分 算    式 R2 年度 
全国平均 

（R1 年度） 

経常収支比率 
 経常収益 

×100 105.2 106.9 
経常費用 

総収支比率 
 総収益 

×100 104.6 107.0 
総費用  

営業収支比率 
 営業収益－受託工事収益 

×100 41.8 72.9 
営業費用－受託工事費用 

 

(イ) 使用料単価及び汚水処理原価 

使用料単価は、有収水量 1 ㎥あたりの使用料収入で、汚水処理原価は、有収水量 1 ㎥あたり

の汚水処理費である。また、経費回収率は、汚水処理がどの程度使用料で回収されているかを

示すものである。 

使用料単価及び汚水処理原価は、次表のとおりである。 

（単位：円・％） 

区  分 算    式 
R2 年度 

公共下水道 農林業集落排水 戸別公共浄化槽 

使用料 

単価 

 使用料収入 
 140.0 144.5  186.9 

総有収水量 

汚水処理 

原価 

 汚水処理費 
 153.8 171.3 237.6 

総有収水量  

差額 
 

使用料単価 

－汚水処理原価 
△13.8 △26.8 △50.7 

経費 

回収率 

 使用料単価 
×100 91.0 84.4 78.7 

汚水処理原価 

※ 戸別公共浄化槽事業では、使用料単価は１基あたり月額の使用料収入で、汚水処理原価は

１基あたり月額の汚水処理費 
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なお、現行の下水道料金は、次表のとおりである。 

                                                            （税抜） 

項 目 基本料金（円） 超過料金（1 ㎥/円） 

一般汚水 
0～10 ㎥ 11～30 ㎥ 31～50 ㎥ 51～100 ㎥ 101～300 ㎥ 301 ㎥～ 

1,100 133 162 177 192 206 

特別汚水 
0～10 ㎥ 11 ㎥以上 ≪参考≫1 か月の使用水量を 35 ㎥とした場合の料金計算例 

基本料金 1,100 円+20 ㎥×133 円+5 ㎥×162 円＝4,570 円（税抜） 
40 4 

 

 ≪参考≫ 県内９市下水道料金比較表（一般汚水：令和 3 年 4 月 1 日現在）      （単位：円 税抜） 

区 分 福井市 坂井市 あわら市 鯖江市 大野市 勝山市 敦賀市 小浜市 越前市 

20 ㎥/月 2,380 2,300 2,750 2,960 2,900 2,530 2,000 3,520 2,430 

40 ㎥/月 5,370 4,800 5,550 6,600 6,100 5,330 4,700 7,370 5,380 

 

(ウ) その他の経営状況 

（Ａ） 有収率 

有収率の推移                                （単位：％） 

区  分 H28 年度 H29 年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

公共下水道 75.0 70.2 73.4 70.4 67.7  

農林業集落排水 

戸別公共浄化槽 
84.9 85.9 84.3 85.5  84.9  

合  計 75.8 71.3 74.2 71.4  68.8  

 

本年度の公共下水道事業の有収率が 67.7％で前年度比 2.7 ポイント低下の主な要因は、

大雪による合流区域での融雪水等の流入である。なお、令和元年度以降の有収率の低迷に

ついては、既存コミュニティプラント地域での雨水流入が要因である。 

農林業集落排水事業等の有収率の低迷については、昭和６３年供用開始の北地区の地下

水流入が主な要因である。 

 

（Ｂ） 人件費と労働生産性 

本年度の人件費は 4,207 万円となり、経営分析表（別表 4）によれば、職員給与費対料金収      

入比率は 5.4％である。  

また、部長を含めた全職員の平均基本給額、手当等は、次表のとおりである。なお、人件費

については、職員の異動等が変動の大きな要因となる。 
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区  分 R2 年度 
全国平均 

（R1 年度） 

全
職
員 

平均基本給  （円） 273,992 350,208 

平均手当   （円） 109,771 181,271 

平均年齢   （歳） 40 43 

平均勤続年数（年） 18 19 

職員数     (人) 19.9 － 

 

次に、下水道事業の労働生産性及び労働分配率をみると、次表のとおりである。 

（単位：千円・％） 

区  分 算  式 R2 年度 

平均給与  
人件費 

損益勘定職員数 

 
7,012 

労働生産性 
営業収益 

損益勘定職員数 

 
150,462 

労働分配率 
人件費 

営業収益 
×100  4.7 

※ 営業収益は、受託工事収益を含まない数値 
 

② 財政状態 

(ア) 資産、負債及び資本 

下水道事業の財政状態を表す比較貸借対照表は、別表 3 のとおりである。 

資産合計 474 億 9,744 万円のうち、有形固定資産は、本年度期首比 7 億 2,341 万円減の 466

億 283 万円となり、現金預金は、5 億 289 万円となった。 

一方、負債合計は、本年度期首比4 億9,479 万円減の 462 億8,506 万円となり、資本合計は、

本年度期首比 1 億 1,841 万円増の 12 億 1,237 万円となった。 

 

(イ) 企業債の状況 

本年度の借り入れ12億3,710万円に対し、償還額14億8,661万円により、年度末残高は、242

億 6,341 万円となった。 

 
企業債の推移                （単位：千円） 

区  分 借入額 償還額 年度末残高 

Ｈ28 年度 1,181,700 1,329,241 26,205,494 

Ｈ29 年度 948,000 1,357,742 25,795,753 

Ｈ30 年度 889,700 1,400,799 25,284,654 

R1 年度 670,700 1,442,428 24,512,926 

R2 年度 1,237,100 1,486,610 24,263,416 
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(ウ) 資金運用状況 

キャッシュ・フロー計算書のそれぞれの区分から見た主な概略の経営状況は、次のとおりである。 

価評動活務財動活資投動活務業

＋ － － 良好 
業務で獲得した資金を投資及び借入金の返済

にあてている状況 

＋ － ＋ 
業務で獲得した資金を投資に向け、不足分を借

り入れている状況 

－ － ＋ 
業務で資金が不足し、投資額が多く、借入金で

しのいでいる状況 

－ ＋ ＋ 悪化 
業務で資金が生み出せないため、保有資産を

売却し、借入金でしのいでいる状況 

令和２年度下水道事業キャッシュ・フロー概況 

本年度期首残高は、企業会計初年度の 0 円で、業務活動による CF は 14 億 2,626 万円のプラ

ス、投資活動による CF は 4 億 9,984 万円のマイナス、財務活動による CF は他会計借入金収入を

含んで 4 億 2,352 万円のマイナスとなり、期末においての残高は、5 億 289 万円となった。 

従って、本年度は、業務で獲得した資金を投資及び借入金の返済にあてている状況であり、健

全な財務状況であるといえる。 

期首残高 0 円 

業務活動によるＣＦ 

（使用料収入等による現金の増） 

14 億 2,626 万円（＋）

投資活動によるＣＦ 

（施設設備等による現金の減） 

4 億 9,984 万円（－） 

財務活動によるＣＦ 

（企業債償還等による現金の減） 

4 億 2,352 万円（－） 

期末残高 5 億 289 万円 
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(エ) 各財務比率 

次表は、下水道事業の財務状態の良否を示す財務比率である。 

                                          （単位：％） 

区  分 算  式 R2 年度 
全国平均 

（R1 年度） 

流動比率 
 流動資産 

×100 46.4 70.1 
流動負債  

自己資本構成比率 

 資本金＋剰余金＋評価差額等＋

繰延収益 ×100 47.1 62.5 
負債資本合計 

固定資産対長期資本比率 

 固定資産 

×100 102.3 101.4 資本金＋剰余金＋評価差額等＋

固定負債＋繰延収益 

 

「流動比率」（46.4％）は、流動負債の支払能力の程度を表すもの。建設投資額の大部分を企業

債により調達しているため、流動負債の企業債償還額が大きく、次に述べる「自己資本構成比率」

とともに低い傾向にある。 

「自己資本構成比率」（47.1％）は、長期健全性を表し、比率が高いほど経営の安全性が高いこと

を示すもの。 

また、「固定資産対長期資本比率」（102.3％）は、固定資産の調達が自己資本と固定負債の範

囲内で行われることが原則で 100％以下であることが望ましいとされる。 

 

(オ) 利益                  （単位：千円） 

区  分 R2 年度 

当年度純利益 118,415 

 

(カ) 内部留保資金等           （単位：千円） 

区  分 R2 年度 

現金 502,897 

利益剰余金 

（積立金+利益）   A 
9,869 

損益勘定留保資金 B 0 

補填財源     A＋B 9,869 

 

(キ) 建設事業費             （単位：千円） 

区  分 R2 年度 

建設改良費 973,262 
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(ク) 管路の耐震化率 

区  分 H28 年度 H29 年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

対象主要管路総延長（ｍ） A  115,100 115,100 115,100 115,100 115,100 

耐震管延長（ｍ）       B 48,535.2 49,592.2 49,652.6 49,652.6 49,652.6 

耐震化率（％）        B/A 42.2 43.1 43.1 43.1 43.1  

   ※ 耐震化の対象管路は、処理場等に直結する幹線等及び地震被害によって二次災害を誘発 

する恐れがあるもの 

 

(ケ) 一般会計繰入金 

次表は、一般会計からの繰入状況を表したものである。 

   （単位：千円・％） 

区  分 公共下水道 農林業集落排水 戸別公共浄化槽 

収
益
的
収
入 

基準内繰入 816,449 70,868 30,262 

基準外繰入 152,670 45,730 0 

繰入金合計 A 969,120 116,599 30,262 

総収入     B 2,500,010 218,692 70,338 

A/B 38.8 53.3 43.0 

資
本
的
収
入 

基準内繰入 106,595 0 0 

基準外繰入 0 0 0 

繰入金合計 C 106,595 0 0 

総収入     D 1,328,638 12,000 0 

C/D  8.0 0.0 0.0 

繰入金総合計    A+C 1,075,715 116,599 30,262 

収入総合計      B+D 3,828,649 230,692 70,338 

※ この表において、収益的収入の基準内繰入は、繰出基準に基づく雨水処理費、水質規制費、水洗

便所等普及費、分流式下水道等に要する経費及び経営戦略の策定に要する経費等に充てた繰入

である。 

収益的収入の基準外繰入は、基準内に充てた以外の繰入である。 

資本的収入の基準内繰入は、繰出基準に基づく下水道事業債の償還元金に充てた繰入である。 

資本的収入の基準外繰入は、基準内に充てた以外の繰入である。 

 

公共下水道事業に係る一般会計からの繰入金は、10 億 7,571 万円で、うち、収益的収入分は 9

億 6,912 万円、資本的収入分は 1 億 659 万円であった。 

農林業集落排水事業に係る繰入金は、1 億 1,659 万円で、全額が収益的収入分であった。 

戸別公共浄化槽事業に係る繰入金は、3,026 万円で、全額が収益的収入分であった。 

 

（４） 是正改善を要する事項 

令和 2 年度において是正改善を要する事項は、特になかった。 
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（５） むすび 

・ 下水道事業会計は、本年度から地方公営企業法の財務規定等を適用し、会計方式を公営企業

会計へ移行した。経営状況をみると、総収益は、27 億 1,047 万円、総費用は、25 億 9,205 万円

で、純利益は、1 億 1,841 万円となった。 

・ 経常収益は、27 億 1,047 万円、経常費用は、25 億 7,645 万円で、経常利益は、1 億 3,400 万円

となり、経常収支比率は 105.2％となった。 

・ 営業収支比率は 41.8％であり、下水道使用料により営業費用が賄えていない状況にある。さら

に、公共下水道の経費回収率は、91.0％となっていて、使用料単価が汚水処理原価を下回って

いる。使用料水準の適正化の検討とともに、維持管理費の一層のコスト削減に努める必要があ

る。 

・ キャッシュ・フローについては、期首残高 0 円に対し、業務活動による増、投資活動や財務活動

による減により、期末残高は5億289万円となった。資金管理に係る安全性や確実性に重点を置

きながらも効率的な資金運用を行うなかで、財務規律の確立に努める必要がある。 

・ 有収率は、68.8％となった。本来処理すべき対象ではない雨水や地下水等が 31.2％も流入して

おり、コスト増大の一因となっている。下水道主要管渠の耐震化とともに、ストックマネジメント計

画に基づく老朽管の調査・点検等の対策を鋭意、講じる必要がある。 

・ 公共下水道の水洗化率（世帯）は 87.8％で、投下資本の早期回収を行うために水洗化率 100％

を目指し、下水道未接続世帯の解消等、下水道の利用促進、普及活動に努められたい。 

・ 財政状況をみると、流動比率 46.4％、自己資本構成比率 47.1％、固定資産対長期資本比率

102.3％となった。建設投資額の大部分を企業債により調達しているため、流動比率や自己資本

構成比率は、低い。 

・ 既存施設の老朽化、耐震化に伴う更新費用等の課題に対して、定期的に事業検証を行い、より

一層の効率化を図り、経営基盤を強化し、安定かつ持続可能な下水道事業の運営に努められ

たい。 

・ 令和 2 年 9 月に契約した業務の包括民間委託については、業務効率化に有効な手段とは考え

るが、アウトソーシングのリスクである個人情報の保護、委託側の監理・監督力の向上、緊急時の

対応等について、モニタリングの実施等により確実な対応を図られたい。 
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（６） 審査資料

別表１　　　

％

総 人 口 （人）

世 帯 数 （戸）

汚 水 処 理 人 口 （人）

汚水処理人口普及率 （％）
汚水処理人口
　総　人　口

×100

総 処 理 水 量 （㎥）

総 有 収 水 量 （㎥）

有 収 率 （％）
総有収水量
総処理水量

×100

区 域 内 人 口 （人）

水 洗 化 人 口 （人）

水 洗 化 率 （ 人 口 ） （％）
水洗化人口
区域内人口

×100

区 域 内 世 帯 数 （戸）

水 洗 化 戸 数 （戸）

水 洗 化 率 （ 世 帯 ） （％）
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増減率
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＋合併処理浄化槽使用人口

公共下水道使用人口

使用料徴収の対象となる水量

年度末現在

区    分

業務実績表

考備減増度年1R度年2R

戸
別
公
共
浄
化
槽

接続世帯数

事業認可を受けた面積

公
共
下
水
道

全
体

公共下水道管渠の総延長

雨水処理水量+汚水処理水量

年度末現在

年度末現在

農
林
業
集
落
排
水
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比　較　損　益 計　算　書

比　較

R2年度 R1年度 増減額 増減率

千円 千円 ％ ％ 千円 ％ 

別表2

区　　分 R2年度 R1年度

構成比

借　　　　　　　　　　　　　　　　　　方

比　較

R2年度 R1年度 増減額 増減率

千円 千円 ％ ％ 千円 ％ 

R2年度区　　分

貸　　　　　　　　　　　　　　　　　　方

R1年度

構成比
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比　較　損　益 計　算　書

比　較

R2年度 R1年度 増減額 増減率

千円 千円 ％ ％ 千円 ％ 

別表2

区　　分 R2年度 R1年度

構成比

借　　　　　　　　　　　　　　　　　　方

比　較

R2年度 R1年度 増減額 増減率

千円 千円 ％ ％ 千円 ％ 

R2年度区　　分

貸　　　　　　　　　　　　　　　　　　方

R1年度

構成比
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比　較　貸　借 対　照　表

比　較

R2年度
R2年度
期首

増減額 増減率

千円 千円 ％ ％ 千円 ％ 

構成比

別表3

借　　　　　　　　　　　　　　　　　　方

区　　分 R2年度 R2年度期首
比　較

R2年度
R2年度
期首

増減額 増減率

千円 千円 ％ ％ 千円 ％ 

構成比
R2年度 R2年度期首

貸　　　　　　　　　　　　　　　　　　方

区　　分
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比　較　貸　借 対　照　表

比　較

R2年度
R2年度
期首

増減額 増減率

千円 千円 ％ ％ 千円 ％ 

構成比

別表3

借　　　　　　　　　　　　　　　　　　方

区　　分 R2年度 R2年度期首
比　較

R2年度
R2年度
期首

増減額 増減率

千円 千円 ％ ％ 千円 ％ 

構成比
R2年度 R2年度期首

貸　　　　　　　　　　　　　　　　　　方

区　　分
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経 営 分 析 表

別表４

職 員 給 与 費 対
料 金 収 入 比 率

老
朽
化

の
状
況

損
益
に
関

す
る
比
率

有 形 固 定 資 産 減 価 償 却 率
       　　　　 減 価 償 却 累 計 額　　　.
　      　   　　　　償　却　資　産

×100

       　　　　　 職　員　給　与　費　　 　.
　      　   　　　　料　金　収　入

×100

礎基出算分区

経
営
の
健
全
性
・
効
率
性

累 積 欠 損 金 比 率
　　　　　　年度末未処理欠損金　　　　.
　　　　 営業収益－受託工事収益

×100

経 常 収 支 比 率
　　　　　　　　経　常　収　益　　　　.
　　　　 　 　　経　常　費　用

×100

流 動 比 率
　　　　　　　　流　動　資　産　　　　.
　　　　 　 　　流　動　負　債

×100

企業債残高対事業規模比率
　　　　企業債現在高 － 一般会計負担額　　　 　.
 営業収益－受託工事収益－雨水処理負担金

×100

経 費 回 収 率
　　　　　　　　　使　用　料　収　入　　　　　　　 　.
 　　　　汚水処理費用（公費負担分を除く）

×100

（単位：％）

全国平均

R1年度 R2年度 (R1年度)

2,710,473
――――――――

2,576,459

0
――――――――

902,776

894,602
――――――――

1,926,169

10,277,434
――――――――

784,900

42,075
――――――――

784,900

1,674,168
――――――――

46,580,647

職員給与費と料金収入との割合を表すもので、この
比率が低いほど効率的な営業活動を示す。

使用料収入に対する企業債残高の割合で、高いほ
ど投資規模に対する使用料収入水準が小さいことを
表す。

有形固定資産のうち、償却対象資産の減価償却が
どの程度進んでいるかを表す。

使用料で回収すべき経費を、どの程度使用料で賄
えているかを表す。100％以上であることが望ましい。

流動資産と流動負債との割合で、流動負債の支払
能力の程度を表す。100％以上であることが望まし
い。

営業収益に対する累積欠損金の割合で、高いほど
経営が悪化しているといえる。0%であることが望まし
い。

決算額
（千円、㎥）

比　率
説　明

事業活動による経常収益とそれに要した経常費用を
対比することにより活動の能率を示すもので、大きい
ほど良好である。

784,900
――――――――

869,409
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